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研修報告書

	所　　属　　　南病棟　　　　　　　　　職種　　　看護師　　　　氏名　　上野　雅人

	期　　間　　令和4年4月28日

	出張目的　　STANDARDコース・スクーリング受講（WEB開催）

	出 張 先　　田川診療所

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


Ⅰ：講義「我が病院が目指す精神科医療」　
講師　医療法人友愛会　田川療養所　田川　雅浩
基本理念
　「ともに在ること」
　「evidence based medicine」
　「安心と信頼そして自立から統合へ」
　「受容と安定」

基本方針
1. こころの医療福祉に必要サービスをチームによって提供します
2. 個人の尊厳を尊重し、説明と同意に基づく医療福祉を実践します
3. 最新の知識と技術を身につけ、質の高い医療福祉サービスを実践します
4. 地域の中での一貫したサービスを提供します
5. 常に最適な治療環境、療養環境を提供します。

病床数は229床で、男女混合の閉鎖病棟4つの病棟（精神科急性期治療病棟、身体合併症治療病棟、精神療養病棟、慢性長期病棟）と外来、デイケアで構成されている。職員構成は医師15名、看護師87名（准看護師含む）、看護助手31名、精神保健福祉士12名、作業療法士11名、薬剤師3名、臨床検査技師3名、管理栄養士3名、診療放射線技師1名、臨床心理士1名、その他31名となっている。

Ⅱ：グループミーティング「治療と患者処遇について」
　日常の臨床場面で問題となる直面する入院形態、開放処遇制限、隔離・拘束、面会、電話、信書の発受、外出・外泊、買い物、喫煙、小遣い管理、個人情報の保護などの身近な看護活動について、それぞれの病院でどのように行われているのか、疑問点がないのか、どうすればよいのか、といったことについてWEBで討議した結果を発表する。
　私のグループは拘束と発達障害の就労支援にについて討議を行った。まず拘束につて必要と思われる患者を看護師が判断し、医師へ報告するがその際の判断はそれぞれの病院でどのように行っているのか。
話し合いの結果、グループ内のすべての病院で客観的に判断するためのツールは存在せず、現場の看護師の主観によって判断し、医師へ指示を仰いでいた。判断の際は、病棟に在籍している期間の長い看護師の意見を参考にする、患者の過去の経過や行動を考慮し判断しているという病院が多かった。また長期間拘束を行った結果、拘束に対し依存する患者もあるとの報告もあった。拘束については患者様の行動を著しく制限するものであるため、主観を挟まずに客観的な判断ができるツールが必要であると感じた。次に発達障害の就労支援については、生活スタイルへのこだわりが強いとの意見が多く聞かれていた。各関係機関との調整を行い、本人のできることを確認していく必要があるとの意見が多かった。その中でも病識を持てない人への介入にはどこの病院も困難と感じており、具体的なうまくいったケース事例は今回はなかった。

Ⅲ：講義「長崎県の精神科医療の動向と当院の方向性」　
講師　日本精神科病院協会　通信教育分科会　田川　雅浩
1 長崎の精神科事情
●日本精神科病院協会
　精神科病院数　　　　1193病院
　精神科許可病床数　　280041床
　病院数　1位福岡91　2位北海道75　3位東京65　～　12位長崎31　12位静岡31　13位広島30
　病床数　1位福岡19648　2位東京17770　3位大阪17211　～　12位長崎7415　13位広島　7263
1. 病床過多（空床1400）
精神療養病棟が多い（40％）→一般へ変更（長期入院患者の高齢化）
2.長崎県内の医師の偏在
　県北、離島の精神医療の危機～福岡からの医師の派遣
3.若い精神科医の不在
4.精神科医療機能の偏在（平日夜間救急対応の困難）
5.長精協会員病院、精神科診療所での専門的な精神医療の提供がない
　（児童、発達、てんかん、依存症、身体合併等）
6.長精協会員病院による、共同生活援助（GH）はあるが、他の障害者総合支援法関連施設の運用が少ない

●連携を求められている地域
　小児科　　発達障害、てんかん
　産婦人科　産褥期精神障害
　救急　　　自殺企図患者
　全科　　　認知症、せん妄
心療内科クリニック患者の夜間対応
長崎県精神医療センター
　救急、医療観察法病棟、児童思春期病棟、ｍ－ECT
●当院の課題
・精神科医の不足（医師の高齢化、週4日勤務）
・長期入院患者（寝たきり、重度かつ慢性、MR）の滞留と高齢化
・長期入院患者の退院先の確保
・外来患者数と入院患者のバランス
・法人内の事業所との連携
・地域との連携
・高齢者介護事業者との競合
●これからの施策
　平成16年の改革ビジョンで示したとおり、国はこれからも地域移行を促進し、73000床削減し、高齢者と同じく在宅医療を進めていく
　（日精協会員病院1216病院→1193病院　300222床→280041床）
精神障害者にも対応した地域包括ケアシステム
　長崎市では2か所の地域包括支援センターがモデル事業実施
地域医療構想
　長崎県では精神科病床は対象と考えてはいない
（基準病床数：5600～6200床　病床稼働率：81％→6000床）
　地域移行機能強化病棟（病床の買い取り制度）
　～4月以降も継続。要件は緩和されるが点数は下げられる。

　

●地域移行と在宅支援のためには
　高齢の精神障害者への対応
　→介護保険サービスの利用（地域包括、居宅支援事業所、老健、訪問リハ等）
　薬物治療継続の為の支援
　→外来、LAIの活用、訪問看護での服薬支援
　清潔な住まい
　→GH、ヘルパーの利用
　適切な食事
　→ヘルパーの利用、デイケアや就労支援事業所での食事提供
　心理社会的支援
　→外来、訪問看護、デイケア活動
　集う場
　→デイケア、Ⅰ型相談支援センター
　就労や福祉サービスの利用の為の社会的サポート　
　→就労支援事業所、デイケア、ハローワーク

●障害者雇用の現状
　精神障害者の法定雇用率のアップ（さらに2.2%→2.3%）
　障害者理解がされない
　　疾患についての理解がない
　　障害特性の理解のなさ
　「理解しているつもり」「対応しているつもり」
　職場が専門家の意見を聞かない
　就労後の障害に対しては対応しない
　職業カウンセラー、ジョブコーチの不足

●就労継続の困難さ
　職場での対人関係ストレス（関わる人の多さ、関わる人の対応の違い）
　仕事内容の急な変更による不安困惑
　自信の喪失
　生活リズムの変化
　家族の反応の少なさ
　仕事にやりがいを感じることの困難さ
　適性
　就労に対する動機づけ
　就労継続の為の支援環境（職場内、仲間との体験の共有の場）

